
特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）のみなさまへ
特定非営利活動促進法が改正され、令和３年６月９日に施行されました。

ＮＰＯ法人のみなさまに、ご理解・ご対応いただく必要がある事項として、以下の内容のご確認をお願いします。
· 全てのＮＰＯ法人のみなさまへ
　　認証申請の添付書類の縦覧期間の短縮等　
　　　設立認証、定款変更認証等の認証申請時の縦覧期間が、現行の１ヶ月から２週間に短縮されました。

また、申請書や添付書類に不備がある場合の補正期間が２週間から１週間に短縮されました。
　　住所等の公表等の対象からの除外　
（１）所轄庁が公表・縦覧する「役員名簿」
　　　法改正前は、設立認証の申請があった場合、役員名簿の住所・居所の欄を含むすべての欄を縦覧していましたが、個人の住所・居所についての記載を除いて縦覧します。
　　　※インターネットでの公表については、個人の住所・居所についての記載を除いて公表しています。
（２）請求があった場合に所轄庁が閲覧・謄写に供する「役員名簿」・「社員名簿」
　　　法改正前は、請求があった場合、事業報告書等提出書に添付された「役員名簿」・「社員名簿」の住所・居所の欄を含むすべての欄を閲覧・謄写に供していましたが、個人の住所・居所についての記載を除いて閲覧・謄写に供します。
· 認定・特例認定ＮＰＯ法人のみなさまへ
　　提出書類の様式変更　
　◇令和３年６月９日以後に開始する事業年度において作成する場合の役員報酬規程等提出書の様式が変更となりましたのでご注意ください。
様式については、県公式ホームページよりご確認ください。

【県公式ホームページ】https://www.pref.gifu.lg.jp/page/8683.html

　　提出書類の削減等　
◇「資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項」を記載した書類について、所轄庁への提出が不要となりました。
　　　※　なお、引き続き、毎年、書類を作成し、事務所に備え置く必要があります。また、請求があった
場合は閲覧に供する必要があります。
　◇「役員報酬規程」「職員給与規程」について、すでに提出しているものから内容に変更がない場合は、所轄庁への提出が不要となりました。
　　　※　ただし、役員等に対する報酬等の状況を記載した書類については、毎年、提出が必要となります。
＜裏面へ＞
　　住所等の公表等の対象からの除外　
　　社員及び利害関係人以外から請求があった場合、認定ＮＰＯ法人、特例認定ＮＰＯ法人は
「役員名簿」・「社員名簿」の個人の住所・居所についての記載を除いて閲覧させることがで
きます。
 ※社員及び利害関係人から請求があった場合は、住所・居所の欄を除くことはできません。

お問い合わせ先
岐阜県環境生活部県民生活課ＮＰＯ・宗教法人係
（ＴＥＬ）０５８－２７２－８２０３　（ＭＡＩＬ）c11261@pref.gifu.lg.jp
